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子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり、平成25年４月１日を効力発生日として、当社

100％出資の連結子会社であるフジタカ工業株式会社を吸収合併（以下、「本合併」）することを決定

いたしましたので、お知らせします。 

なお、本合併は、100％連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省

略して開示しています。 

 

記 

 

１．合併の目的 

本合併は、事業部門と一体的な体制を確立するとともに、経営資源の効率的な活用と事業基盤の一層

の強化を図ることを目的としたものであります。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併決議取締役会       平成25年１月28日 

合併契約締結日        平成25年１月28日 

合併の予定日（効力発生日）  平成25年４月１日 

※合併契約承認株主総会   本合併は、当社においては会社法第796条第３項に規定する簡易

合併であり、フジタカ工業株式会社においては会社法第784条第

１項に規定する略式合併であるため、それぞれ合併契承認株主総

会を開催いたしません。 

 



（２）合併方式 

当社を存続会社、フジタカ工業株式会社を消滅会社とする吸収合併方式で、フジタカ工業株式会

社は解散により消滅いたします。 

 

（３）合併に係る割当の内容 

当社は、フジタカ工業株式会社の発行済株式を100％保有しており、合併による新株式の発行及

び資本金の増加並びに合併交付金の支払はありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

フジタカ工業株式会社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

３．合併当事者の概要 

商号 株式会社ニッセイ 

（存続会社） 

フジタカ工業株式会社 

（消滅会社） 

事業内容 減速機、歯車の製造・販売並びに不動

産賃貸事業 

金属熱処理業 

設立年月日 昭和 17 年３月 12 日 昭和 49 年５月 22 日 

本店所在地 愛知県安城市和泉町井ノ上１番地１ 愛知県安城市和泉町井ノ上１番地１ 

代表者の役職・氏名 代表執行役 執行役社長 藤井 明 代表取締役社長 岡本 太郎 

資本金 3,475 百万円 10 百万円 

発行株式総数 29,194,673 株 20,000 株 

決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

大株主および持株比率(注)

（平成 24 年９月 30 日現在） 

ブラザー工業株式会社 

株式会社ニッセイ 

日本生命相互保険会社 

ニッセイ取引先持株会 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口）

安井寛子 

住友生命保険相互会社 

株式会社三井住友銀行 

安井兼義 

安井正治 

22.3％ 

5.0％ 

3.7％ 

3.6％ 

 

3.6％ 

2.9％ 

2.6％ 

2.1％ 

1.9％ 

1.3％ 

株式会社ニッセイ 100.0％ 



直前事業年度の財政状況 

および経営成績 

（平成 24 年３月期） 

純資産 

総資産 

１株当たりの純資産 

売上高 

営業利益 

経常利益 

当期純利益 

１株当たりの純利益 

 

 

（連結） 

42,801 百万円

46,807 百万円

1,543.26 円

15,256 百万円

1,455 百万円

1,752 百万円

1,034 百万円

37.30 円

 

 

 

259 百万円

295 百万円

12,965.07 円

338 百万円

△15 百万円

△14 百万円

△16 百万円

△848.55 円

（注）ブラザー工業株式会社は、平成 24 年 12 月４日に、当社普通株式に対する公開買付けを行う旨を公表いたしました。

同公開買付けは、平成 24 年 12 月５日から平成 25 年１月 23 日まで実施され、平成 25 年１月 24 日、ブラザー工業

株式会社より同公開買付けの結果について、当社の普通株式 10,162,291 株を取得する旨の報告がありました。同

公開買付けの結果、平成 25 年１月 30 日付でブラザー工業株式会社の当社の総株主の議決権に対する所有割合が

60.22％となり、ブラザー工業株式会社は、新たに当社の親会社に該当する予定です。 

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変

更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社と当社の完全子会社との合併であり、合併による連結業績への直接的な影響はあ

りません。 

 

 

以上 


